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ＰＰＰ/ＰＦＩの必要性

高度経済成長期に集中的に整備された公共施設が一斉に
更新時期を迎えていく。

日本の生産年齢人口（15～64歳）は、２０年間で１，２００万人減少し、
１年当たりの減少ペースは、２０３０年までの１０年間は平均４３万人、
２０３０年以降の１０年間は平均８６万人と、倍速になる見込み。

②公共施設の老朽化
⇒ 改修需要の増大

①生産年齢人口の減少
⇒ 財政状況のひっ迫、行政職員の減少

厳しい社会環境

建設後50年以上経過する施設の割合

出典：国土交通省総合政策局資料出典：国立社会保障・人口問題研究所資料を基に作成

生産年齢人口の推計

PPP（Public Private Partnership）：民間の力を公的サービスに有効活用する事業（指定管理者制度、包括的管理委託等）
PFI （Private Finance Initiative） ：PPP（官民連携事業）のうち、PFI法に基づく「民間資金等活用事業」

・地方自治体 ：長期契約や一括発注、性能発注による歳出の効率化

・住民 ：民間のノウハウ・柔軟な創意工夫を生かした、住民サービスの向上

・地域企業 ：ビジネス機会の拡大等を通じた利益の創出

地域のにぎわい創出、

老朽化や防災等の

地域課題に対応

地方創生
2.0にも
貢献
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【参考資料】北海道の少子高齢化・人口減少
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〇人口のピークについて、日本全体では2008年であるのに対し、北海道のピークは1995年 。

〇2045年の高齢化率について、日本全体では36％と予測されているが、北海道の高齢化率は42％。

出典：国交省北海道局資料を用いて作成

北海道の少子高齢化・人口減少のスピードは日本全体に比べ速い。

※社人研： 国立社会保障人口問題研究所
注１： 2020年までは年齢階層から年齢不詳を除外。
注２： 2025年以降の人口推計は2015年（平成27年）国勢調査に準拠していることに留意。
注３： 1945年の年齢4階層人口区分は0～15歳、16～65歳、66歳～75歳、76歳以上
出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計）」から北海道局作成

日本の人口ピークは2008年

2045年における
日本の高齢化率は
36.3％



【参考資料】北海道の人口減少
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○2005～2020年における人口移動の結果として、道内から道外へ人口約４万８千人が流出。

・ 道内と道外との関係では、道内から道外へ約１万７千人が移動。

・ 札幌市と道外との関係では、札幌市から道外へ約３万１千人が移動。

・ 北海道内に関しては道内（札幌市除く）から札幌市へ約８万５千人が移動。

出典：国交省北海道局資料
(国勢調査を用いて北海道局作成）



「公共施設等」
①公共施設 ・道路、鉄道、港湾、空港
・河川、公園 ・水道、下水道、工業用水道 等
②公用施設 ・庁舎、宿舎 等
③公益的施設 ・賃貸住宅及び教育文化施設、
・駐車場、地下街 ・廃棄物処理施設
・医療施設、社会福祉施設、更生保護施設 等
④その他の施設
・情報通信施設、熱供給施設、新ｴﾈﾙｷﾞｰ施設、
ﾘｻｲｸﾙ施設 ・観光施設、研究施設

・船舶、航空機等の輸送施設 人工衛星 等

ＰＰＰ/ＰＦＩについて

公共施設等として限定列挙
（空港・港湾、上下水道、
文教施設、住宅 等）

PPP

PFI

一定の
対象事業

公的主体に限定
（国、地方公共団体、
独立行政法人等）

実施方針の策定・公表
事業選定（VFM分析）

事業者選定（総合評価方式）

一定の
事業主体

一定の
手続

：民間の力を公的サービスに有効活用する事業

：PPPのうち、PFI法に基づいて実施される事業

サービス購入型、収益型、コンセッション型 等

指定管理者制度、包括的管理委託、公有地／施設貸与 等

・設計、建設、運営等を一体的に発注
・長期間（複数年度）での発注
・国庫債務負担行為の期間延長（5→30年）

・行政財産の貸付が可能
・国有財産の無償・低額使用が可能

・民間視点での提案、競争
・民間による資金調達
・コンセッション方式の実現

・PFI推進機構の支援 等

◎PPP（官民連携事業）のうち、PFI法に基づく事業がPFI（民間資金等活用事業）

◆PPP/PFIには 等の大きな効果低コスト 質の高いサービス 地元経済効果
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ＰＰＰ／ＰＦＩとは

PFI（Private Finance Initiative）

PPP（Public Private Partnership）

庁舎や公営住宅、学校、上下水道等の整備

等にあたって、従来のように公共団体が設

計・建設・運営等の方法を決め、バラバラに

発注するのではなく、どのような設計・建

設・運営を行えば最も効率的かについて、民

間事業者に提案競争させ、最も優れた民間事

業者を選定し、設計から運営までを行わせ、

資金調達も自ら行ってもらう制度。

官民連携事業の総称であり、ＰＦＩ以外に

も、指定管理者等の制度の導入、包括的民間

委託、民間事業者への公有地の貸し出しなど

の手段がある。

＜PPP/PFIの位置づけ＞
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ＰＰＰ／ＰＦＩ推進に当たっての考え方

社会環境の変化

少子高齢化

地域の課題発生
地域において

考えるべきことは何か
解決方法

人口減少

社会資本の老朽化

・中心市街地の活力低下

・児童・生徒数減少に伴う
学校規模のミスマッチ

・老朽化した施設の維持
管理費の増大

・市営体育館の老朽化に
よるサービス水準低下

など

具体例

財政や人的資本等の制
約がある中

・取り組むべき地域課題
は何か

・目指すべき将来像
は何か

・どのようにして
公共サービスの水準を
維持・向上させていくか

・解決方法A
・解決方法B
・解決方法C

・PPP/PFI手法

・・・・・・財政制約

ニーズの多様化
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調布市立調和小学校整備並びに維持管理及び運営事業（東京都調布市）

• 調布市では、児童・生徒数減少に伴う学校規模の適正化を図り、児童・生徒の教育環

境を良好に保つことを課題としており、適正化の手段として新校舎建設に伴う短期的な

財政負担増も懸念されていた。

• 本事業では市内2つの小学校を統合し新設するにあたり、特色ある・地域に開かれた学

校づくり、財政負担の縮減及び平準化を行うことを目的にPFIを導入した。

• 民間事業者が小学校施設の維持管理・運営を行っており、学校授業を行っていない時

間は屋内プールや体育館を市民開放し、サービスを提供している。

• 民間事業者による評価の高いサービスプログラムの提供や、施設の不具合発生に対し

迅速に対応したことにより、事業期間を通じてプール利用者から高い満足度を獲得した。

事業スキーム

PPP/PFI導入の効果
VFM 特定事業選定時 17.3％ 契約時 34.6％（終了時36.5％）

公共
サービス
水準

サービス・利便
性向上

利用者数（プール） 従前 ー 従後 39,068人（H28）
総合体育館のプール利用者数に変化がない
ため、東部地域の新たな利用者を獲得

サービスプログラム目的の
利用者割合（プール）

従前 ー 従後 39.0％（H28平日）

施設に対する満足度
サービスに対する満足度

従前 ー 従後 90％以上（H28）
90％以上（H28）

迅速・柔軟な
対応

不具合発生から対応
完了までの所要時間

従前 ー 従後 当日 44％
1週間以内 19％

行政職員の
事務負担軽減

ー 従前 ー 従後 ー

経済的価値 地方創生 ー ー

社会的価値 新たな政策課題 ー ー

事業概要
事 業 主 体 東京都調布市

人 口 237,939人（令和4年1月1日）

事 業 方 式 PFI（BTO）、サービス購入型

事 業 期 間 16年（維持管理・運営期間 約15年）

施 設 規 模 延床面積 約11,000㎡（主要施設のみ）

契 約 金 額 約46億円（税込）

施 設 概 要 小学校、体育館、地域図書館、談話室、防災
備蓄倉庫、温水プール、メモリアルコーナー、付属
棟、屋外運動場

S P C の
構 成 企 業
※下線は地域企

業(市内企業)

※破線は県内

企業

代表企業 三井物産㈱

構成企業 鹿島建設㈱、㈱間組、林建設
㈱、㈱ハリマビステム、セントラルス
ポーツ㈱

事 業 経 緯 平成12年11月
平成13年３月
平成14年９月

実施方針等の公表
契約締結
供用開始

施設外観

プール利用者の満足度 屋内プール調和小学校プールの利用者数
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事業数の推移

ＰＦＩ事業の実施状況

（令和6年3月31日現在）

（注）事業数は、内閣府調査により実施方針の公表を把握しているPFI法に基づいた事業の数であり、サービス提供期間中に契約解除又は廃止した事
業及び実施方針公表以降に事業を断念しサービスの提供に及んでいない事業は含んでいない。
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（令和６年３月３１日現在）
分野別の事業数

ＰＦＩ事業の実施状況

（注１）事業数は、内閣府調査により実施方針の公表を把握しているPFI法に基づいた事業の数であり、サービス提供期間中に契約解除又は廃止した
事業及び実施方針公表以降に事業を断念しサービスの提供に及んでいない事業は含んでいない。

（注２）分野については該当事業毎に主となる分野1分野のみを選定して分類している。
（注３）括弧内は令和4年度までの分野別実施方針公表件数

文化社会教育

(416件,39%)

経済地域振興

(250件, 23%)

行政

121件, 11%)

環境衛生

(116件, 11%)

インフラ

112件, 10%)

医療・福祉

(50件, 5%)
その他

(6件, 1%)

学校施設、スポーツ施設

住宅、観光地域振興施設

庁舎、宿舎

廃棄物処理施設、斎場

道路、下水道

病院・診療所、医療・福祉施設
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地方公共団体の種別・規模別のPFI実施状況

市区町村
（人口20万人以上）
実施団体:50→73
件数:78件→202件

都道府県

実施団体:28→41
件数:102件→187件

政令市

実施団体:19→20
件数:65件→152件

平
成
25

年
度
末
時
点

令
和
5

年
度
末
時
点

総団体数:47 総団体数:20 総団体数:112

市区町村
（人口10万人-20万人）
実施団体:36→69
件数:48件→114件

総団体数:148

市区町村
（人口10万人未満）
実施団体:82→215
件数:92件→267件

総団体数:1,461

10件以上, 2団体

5～9件, 5団体

3～4件, 5団体

2件, 4団体

1件, 12団体

0件, 19団体

10件以上, 5団体

5～9件, 6団体

3～4件, 7団体

2件, 10団体

1件, 13団体

0件, 6団体

5～9件, 4団体

3～4件, 5団体

2件, 8団体

1件, 2団体

0件, 1団体

10件以上, 7団体

5～9件, 9団体

3～4件, 1団体

2件, 2団体

1件, 1団体

5～9件, 2団体 3～4件, 5団体

2件, 9団体

1件, 34団体

0件, 62団体

10件以上, 1団体 5～9件, 12団体

3～4件, 17団体

2件, 13団体

1件, 30団体

0件, 39団体

3～4件, 3団体 2件, 6団体

1件, 27団体

0件, 112団体

5～9件, 2団体

3～4件, 8団体

2件, 16団体

1件, 43団体
0件, 79団体

3～4件, 8団体 2件, 9団体

1件, 65団体

0件, 1379団体

5～9件, 3団体

3～4件, 18団体

2件, 29団体

1件, 165団体

0件, 1246団体

○地方公共団体が実施するPFI事業は、平成25年度末と令和５年度末の比較で、件数(375件→903件)、実施団体(215団体→418団体)
ともに、10年間で着実に増加。

○人口が少ない市区町村ほど、未実施団体が増える傾向。
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PPP／PFI事業に地域企業が携わるメリット
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１．安定した経営が可能

・PPP/PFI事業は一般的に長期契約（約10年～30年程度）を結ぶことから、

一定期間内の受注見込み額等の見通しが立ち、安定した事業展開が可能になる

（投資回収範囲での設備投資等により、企業体力の向上につながる）。

２．ビジネス機会の拡大の可能性

・大手企業とコンソーシアムを組むことで、大企業からノウハウを得るチャンス

が得られ、代表企業としても事業の受注機会を得られる可能性がある。

・大手企業の下で、質の高い業務遂行をしていれば、大手企業が受注する民間

物件の受注機会が得られる可能性がある。

PPP/PFIは地域の民間企業（地域企業）から仕事を奪うものではなく、
地域企業のビジネスを強くするきっかけになる可能性がある



PPP/PFIは地域企業の仕事を奪うものではない
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地域企業の排除PPP/PFI手法の採用 ＝

・PPP/PFI手法採用が必ずしも地域企業の排除につながるわけではない

・PPP/PFI手法の採用が問題なのではなく、採用する際の工夫・配慮の問題

工夫・配慮の事例（鳥取県）

鳥取県は、鳥取県産業振興条例に基づき、県内産業を育成し、県内経済の発展等
を実現していく必要もあることから、この趣旨を踏まえ、「鳥取県PPP／PFI手法導
入にかかる県内事業者参画に向けた配慮方針」を平成31年１月に制定し、PPP／PFI
事業への県内事業者の参画を求める方針を明文化している。



鳥取県PPP／PFI手法導入にかかる県内事業者参画に向けた配慮方針の概要
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¥

１．県内事業者のノウハウ取得に向けた支援

・県が設置した「地域プラットフォーム」が主体となってセミナーを開催し、PPP／PFI事業に関する

ノウハウの取得を促進するとともに、事業の検討段階から情報共有を行う。

２．事業者の公募

・PPP／PFI手法（指定管理者制度を除く）を導入する場合の事業者の公募にあたっては、WTO政府調達

案件に 該当しない案件は、原則として特定目的会社（SPC)に県内事業者（鳥取県産業振興条例第８条

第２項にいう県内事業者）を含めて構成すること及び本店の県内設置を公募条件とする。

３．SPCの発注等

・WTO政府調達案件に該当しない場合、原則としてSPCは下請負について、公共工事の入札応募条件の

事業規模別の事業者の資格要件を参考とし、県内事業者又は県内に事務所を置く事業者に発注すること。

・WTO政府調達案件への該当の有無に関わらず、SPCは工事及び委託業務の発注並びに物品等の調達に

当たっては、県内事業者を活用するよう努めること。

４．事業者選定における地域産業振興に対する評価

・WTO政府調達案件にあっても、事業者選定の審査において、SPCへの県内事業者の参画や県内事業者の

活用など、地域産業の振興又は雇用の確保につながる内容を加点評価項目とする。

※PPP/PFI基礎セミナー（R6.2.13開催）鳥取県資料より抜粋



令和４年度 ＰＦＩ事業における地域企業の参画状況

令和４年度にPFI事業契約が締結されたPFI事業のうち、以下の事業を除く41事業について、選定グループにおける地域企業※の参画状況
を分野・事業規模ごとにプロット。
・事業主体が国等
・コンセッション方式
・事業地点が東京23区並びに埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府及び兵庫県の政令指定都市
※地域企業：当該事業を実施する都道府県に本社が所在する企業

○令和４年度のPFI事業における地域企業の参画状況は、
地域企業が参画している事業は、95％（39/41件）
地域企業が代表企業として参画している事業は、56％（23/41件）。

○事業規模別に見ると、地域企業が代表企業として参画している事業は、
100億円以上の事業では40％（2/5件）、10億円以上100億円未満の事業では38％（5/13件）、
10億円未満の事業では70％（16/23件）。

凡例：選定されたコンソーシアムに占める地域企業の数／全構成企業数

：地域企業が参画し、かつ、代表企業になっている事業 ：地域企業が参画しているが代表企業になっていない事業 ：地域企業が参画していない事業

文化社会教育
(学校施設、集会施設、ｽﾎﾟｰﾂ施設
等)

医療・福祉
(病院・診療所、児童福祉施設等)

環境衛生
(斎場、廃棄物処理施設等)

経済地域振興
(ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟ施設、観光・地域振興
施設、住宅、公園等)

契約金額（落札金額）
事業規模

分野 10億円未満 100億円以上

６／７社 ２／９社 ３／６社

２／５社

５／５社 ３／６社 ３／４社 ４／４社

２／３社

２／４社 ２／４社 ３／５社 ２／７社 ２／５社

５／５社 ３／７社

４／７社 １／７社 ３／７社

４／５社

２／２社 ２／４社

１／７社 ３／３社 ４／５社 ５／５社

３／３社

９／９社

１／２社４／５社１／４社

３／５社 ２／５社 ６／６社

０／４社

０／３社１／１社

３／３社

５／９社

１／２社

７／９社
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